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特集　企業再編の現代的課題――日中民商法比較の観点から（後編）

特
集
　
企
業
再
編
の
現
代
的
課
題
―
―
日
中
民
商
法
比
較
の
観
点
か
ら
（
後
編
）

中
国
に
お
け
る
上
場
会
社
分
割
の
問
題
点

朱　
　
　
　
　

大　
　

明＊

一　

は
じ
め
に

　

中
国
に
お
い
て
は
、
二
〇
一
〇
年
に
「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
分
割
事
件
」
と
呼
ば
れ
る
有
名
な
事
件
が
発
生
し
た
。
こ
の
事

件
の
概
要
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

一　

は
じ
め
に

二　

中
国
に
お
け
る
会
社
分
割
制
度
の
基
本
構
造

　

㈠　

法
律
の
根
拠

　

㈡　

分
割
の
定
義

　

㈢　

会
社
分
割
の
類
型

　

㈣　

対　

象

　

㈤　

会
社
分
割
の
対
価

　

㈥　

分
割
の
手
続

　

㈦　

分
割
に
お
け
る
少
数
株
主
、
従
業
員
及
び
債
権
者
の
保
護

三　

上
場
会
社
分
割
に
お
け
る
特
別
の
問
題

　

㈠　

上
場
資
格
の
承
継

　

㈡　

上
場
申
請
に
対
す
る
特
別
審
査
制
度

　

㈢　

上
場
企
業
の
会
社
分
割
に
お
け
る
多
様
な
需
要

四　

む
す
び
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東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
（
以
下
で
は
Ｘ
と
い
う
）
は
一
九
九
八
年
黒
龍
江
省
高
速
道
路
集
団
会
社
（
以
下
で
は
Ａ
と
い
う
）、
吉
林

高
速
道
路
集
団
会
社
（
以
下
で
は
Ｂ
と
い
う
）、
華
建
交
通
経
済
開
発
中
心
会
社
（
以
下
で
は
Ｃ
と
い
う
）、
以
上
の
三
社
が
出
資
し
て

設
立
し
た
会
社
で
あ
る
。
Ｘ
は
一
九
九
九
年
に
上
海
証
券
取
引
所
に
上
場
し
た
。
Ｘ
に
お
い
て
は
絶
対
的
な
支
配
権
を
有
す
る
株
主

が
お
ら
ず
、
会
社
の
経
営
に
関
し
て
株
主
の
意
見
が
対
立
し
て
い
た
。

　

Ｘ
は
二
〇
〇
九
年
一
二
月
三
一
日
か
ら
会
社
分
割
の
実
施
手
続
き
を
開
始
し
た
。
二
〇
一
〇
年
二
月
一
〇
日
に
上
場
会
社
の
監
督

機
関
で
あ
る
中
国
証
券
監
督
管
理
委
員
会
の
許
可
を
得
て
、
Ｘ
の
分
割
が
完
了
し
、
Ｘ
は
黒
龍
江
省
交
通
発
展
株
式
会
社
（
以
下
で

は
Ｄ
と
い
う
）
と
吉
林
高
速
道
路
株
式
会
社
（
以
下
で
は
Ｅ
と
い
う
）
の
二
つ
の
新
し
い
会
社
に
分
割
さ
れ
、
Ｘ
は
消
滅
会
社
と
し
て

消
滅
し
た
。
分
割
後
、
Ｄ
と
Ｅ
は
上
海
証
券
取
引
所
に
上
場
申
請
を
し
た
。
二
〇
一
〇
年
三
月
一
七
日
に
Ｄ
と
Ｅ
の
上
場
申
請
を
上

海
証
券
取
引
所
は
許
可
し
た）1
（

。

　

前
記
の
「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
分
割
事
件
」
の
内
容
を
一
言
で
言
え
ば
、
一
つ
の
上
場
会
社
が
二
つ
の
上
場
会
社
に
分
割
さ

れ
た
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
こ
の
事
件
を
き
っ
か
け
に
、
中
国
に
お
い
て
は
上
場
会
社
の
分
割
制
度
に
多
く
の
注
目
が
集
ま
っ
て
い

る
。

　

日
本
と
同
じ
よ
う
に
、
中
国
に
お
い
て
は
、
本
来
、
会
社
分
割
は
企
業
再
編
の
一
つ
の
重
要
な
手
段
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
、
会

社
規
模
を
調
整
す
る
手
段
や
会
社
経
営
の
効
率
化
・
専
門
化
を
実
現
す
る
手
段
等
の
目
的
で
利
用
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
現
在
の

中
国
の
証
券
市
場
の
形
成
状
況
は
日
本
と
多
く
の
相
違
点
が
存
在
し
て
お
り
、
前
記
の
「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
分
割
事
件
」
に

お
い
て
は
、
会
社
分
割
が
上
場
会
社
の
「
株
主
の
対
立
を
解
消
す
る
有
効
な
手
段
」
と
し
て
利
用
さ
れ
た
か
ら
、
会
社
分
割
の
コ
ー

ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
面
の
機
能
が
注
目
を
集
め
て
い
る
。
本
稿
で
は
、
中
国
に
お
け
る
会
社
分
割
制
度
を
踏
ま
え
て
上
場
会
社
分

割
制
度
の
特
徴
を
検
討
し
た
い
。
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二　

中
国
に
お
け
る
会
社
分
割
制
度
の
基
本
構
造

　

中
国
に
お
い
て
は
、
会
社
分
割
制
度
は
一
九
八
八
年
に
制
定
さ
れ
た
全
民
所
有
制
工
業
企
業
法
に
遡
る
こ
と
が
で
き
る
（
全
民
所

有
制
工
業
企
業
法
一
八
条
、
一
九
条
、
二
〇
条
）。
そ
の
後
、
一
九
九
三
年
に
制
定
さ
れ
た
中
国
最
初
の
会
社
法
に
も
会
社
分
割
制
度

が
定
め
ら
れ
て
い
た
（
一
九
九
三
年
中
国
会
社
法
一
八
五
条
）。
こ
れ
ら
の
法
律
に
お
け
る
会
社
分
割
の
規
定
は
簡
略
的
な
も
の
で

あ
っ
た
が
、
日
本
及
び
ド
イ
ツ
と
い
う
大
陸
法
系
の
代
表
国
に
対
比
し
て
中
国
の
会
社
分
割
制
度
の
導
入
時
期
は
早
か
っ
た
。
し
か

し
、
一
九
九
三
年
中
国
会
社
法
に
お
い
て
会
社
分
割
制
度
が
確
立
さ
れ
た
後
、
二
〇
〇
五
年
改
正
中
国
会
社
法
に
お
い
て
株
主
利
益

保
護
の
措
置
と
し
て
株
式
買
取
請
求
権
及
び
債
権
者
保
護
の
措
置
と
し
て
分
割
会
社
と
分
割
事
業
を
承
継
す
る
会
社
が
分
割
会
社
の

債
務
に
対
し
て
連
帯
責
任
を
負
う
こ
と
が
定
め
ら
れ
た
以
外
は
、
中
国
の
会
社
分
割
制
度
は
大
き
な
変
動
が
な
い
、
実
務
上
の
ニ
ー

ズ
に
対
応
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
し
ば
し
ば
指
摘
さ
れ
て
い
る）2
（

。
以
下
で
は
、
現
行
中
国
会
社
法
に
基
づ
き
中
国
の
会
社
分
割
制

度
の
基
本
構
造
を
説
明
す
る
。

　
㈠
　 

法
律
の
根
拠

　

中
国
の
現
行
会
社
法
に
お
い
て
は
、
会
社
分
割
制
度
は
主
と
し
て
一
七
五
条
と
一
七
六
条
と
の
二
か
条
を
中
心
に
構
成
さ
れ
る
。

こ
の
二
か
条
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

中
国
会
社
法
一
七
五
条
：

会
社
分
割
は
、
そ
の
財
産
を
相
応
に
分
割
す
る
。
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２　

会
社
分
割
は
、
資
産
負
債
表
及
び
財
産
リ
ス
ト
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
会
社
は
分
割
決
議
が
な
さ
れ
た
日
か
ら
一
〇

日
間
以
内
に
債
権
者
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
か
つ
、
三
〇
日
以
内
に
新
聞
紙
に
よ
り
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。　

中
国
会
社
法
一
七
六
条
：

会
社
分
割
前
の
債
務
に
対
し
て
は
分
割
後
の
会
社
が
連
帯
責
任
を
負
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
但
し
、
会
社
分
割
前
に
債
権
者
と
そ

の
債
務
の
弁
済
に
つ
い
て
書
面
の
契
約
を
結
ん
だ
場
合
を
除
く
。

　

ま
た
、
中
国
に
お
け
る
会
社
分
割
に
関
連
す
る
法
令
と
し
て
は
、
前
記
の
会
社
法
の
ほ
か
に
証
券
法
や
労
働
法
等
が
あ
る
。
外
国

投
資
者
に
関
し
て
は
、
二
〇
〇
一
年
に
対
外
経
貿
部
と
国
家
工
商
管
理
総
局
に
よ
り
共
同
で
制
定
・
公
布
さ
れ
た
「
外
国
投
資
者
の

企
業
合
併
と
分
割
に
関
す
る
規
定
」、
二
〇
〇
三
年
に
対
外
経
貿
部
、
国
家
工
商
管
理
総
局
、
国
家
外
貨
管
理
局
に
よ
り
共
同
で
制

定
・
公
布
さ
れ
た
「
外
国
投
資
者
が
中
国
企
業
を
合
併
・
買
収
す
る
こ
と
に
関
す
る
暫
定
規
定
」
が
留
意
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

　

会
社
分
割
の
実
際
の
運
用
に
お
い
て
は
、
日
本
の
府
省
令
に
相
当
す
る
「
法
規
」、「
規
章
」
も
重
要
で
あ
る
。
そ
の
う
ち
、
上
場

会
社
に
関
し
重
要
な
法
規
は
、
二
〇
〇
八
年
に
中
国
証
券
監
督
管
理
委
員
会
に
よ
り
制
定
・
公
布
さ
れ
た
「
上
場
会
社
買
収
管
理
方

法
」
と
「
上
場
会
社
重
大
資
産
重
組
管
理
方
法
」
で
あ
る
。
ま
た
、
一
九
八
九
年
に
国
家
体
制
改
革
委
員
会
、
国
会
計
画
委
員
会
、

財
務
部
、
国
家
国
有
資
産
管
理
局
に
よ
り
共
同
で
制
定
・
公
布
さ
れ
た
「
企
業
の
兼
併
に
関
す
る
暫
定
方
法
」、
二
〇
一
一
年
に
国

家
工
商
管
理
総
局
に
よ
り
制
定
・
公
布
さ
れ
た
「
会
社
の
合
併
、
分
割
の
登
記
に
お
け
る
登
記
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
企
業
兼
併
重

組
を
支
持
す
る
意
見
」（
工
商
企
字
（
二
〇
一
一
）
二
六
六
号
）
は
、
登
記
と
税
制
に
関
す
る
重
要
な
法
規
で
あ
る
。

　
㈡
　
分
割
の
定
義

　

中
国
に
お
い
て
は
、
分
割
に
関
す
る
明
確
な
定
義
は
存
在
し
な
い
。
会
社
法
に
お
い
て
は
、
会
社
を
分
割
す
る
場
合
、
そ
の
財
産
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に
つ
い
て
も
相
応
に
分
割
す
る
も
の
と
す
る
と
定
め
る
が
（
中
国
会
社
法
一
七
五
条
）、
こ
の
規
定
は
会
社
分
割
の
組
織
法
と
し
て
の

特
徴
を
示
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
実
務
に
多
く
の
障
害
を
与
え
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
理
論
に
よ
っ
て
、「
会
社
分
割
と
は
一
つ

の
会
社
が
そ
の
財
産
を
相
応
に
分
け
て
会
社
清
算
の
手
続
き
を
経
ず
に
二
つ
以
上
の
会
社
に
分
け
ら
れ
る
行
為
を
い
う
」
と
い
う
定

義
が
設
け
ら
れ
て
い
る
（
多
数
説）
（
（

）。

　
㈢
　
会
社
分
割
の
類
型

１　

会
社
分
割
の
類
型

　

中
国
会
社
法
に
お
い
て
は
会
社
分
割
の
類
型
に
つ
い
て
規
定
が
存
在
し
な
い
。
実
は
、
一
九
九
二
年
国
務
院
に
よ
り
制
定
・
公
布

さ
れ
た
「
株
式
有
限
会
社
の
規
範
意
見
」
に
お
い
て
は
、
会
社
分
割
の
類
型
に
つ
い
て
存
続
分
割
と
解
散
分
割
と
の
二
種
類
に
分
類

さ
れ
る
と
の
明
文
が
あ
っ
た
（
九
一
条
）。
存
続
分
割
と
は
会
社
が
自
社
が
存
続
す
る
前
提
の
も
と
で
、
そ
の
財
産
の
一
部
又
は
全

部
を
他
の
会
社
に
承
継
さ
せ
る
と
い
う
会
社
の
行
為
を
い
う
。
解
散
分
割
と
は
会
社
が
そ
の
財
産
の
全
部
を
二
つ
又
は
二
つ
以
上
の

会
社
に
承
継
さ
せ
て
自
社
を
解
散
す
る
と
い
う
会
社
の
行
為
を
い
う
。
し
か
し
、
そ
の
後
成
立
し
た
中
国
会
社
法
（
一
九
九
三
年
）

に
は
こ
の
条
文
は
採
用
さ
れ
な
か
っ
た
。
そ
れ
で
も
、
前
記
の
分
類
方
法
は
実
務
に
対
し
て
も
理
論
に
対
し
て
も
大
き
な
影
響
を
与

え
た
。
こ
の
よ
う
な
分
類
方
法
は
現
在
で
も
ま
だ
通
説
の
地
位
を
占
め
て
い
る）4
（

。

　

二
〇
一
一
年
国
家
工
商
管
理
総
局
に
よ
り
制
定
・
公
布
さ
れ
た
「
会
社
の
合
併
、
分
割
の
登
記
に
お
け
る
登
記
を
行
う
こ
と
に

よ
っ
て
企
業
兼
併
重
組
を
支
持
す
る
意
見
」
に
お
い
て
は
前
記
の
分
類
方
法
と
同
じ
よ
う
に
、
会
社
分
割
を
存
続
分
割
と
解
散
分
割

の
二
種
類
に
分
類
す
る
と
明
確
に
定
め
ら
れ
た
（
二
条
）。
こ
れ
に
よ
っ
て
実
務
で
は
前
記
の
分
類
方
法
を
支
持
す
る
と
い
う
官
庁

の
態
度
が
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
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会
社
分
割
の
類
型
の
由
来

　

日
本
で
は
、
会
社
分
割
は
吸
収
分
割
と
新
設
分
割
に
分
け
ら
れ
（
日
本
会
社
法
二
条
二
九
号
、
三
〇
号
）、
そ
の
分
類
の
基
準
は
、

分
割
財
産
を
承
継
す
る
会
社
が
既
存
か
新
設
か
に
よ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
日
本
と
異
な
っ
て
、
中
国
の
会
社
分
割
は
、
分
割
の

後
、
分
割
会
社
が
存
在
す
る
か
否
か
と
い
う
こ
と
を
分
類
の
基
準
と
し
て
い
る
。

　

中
国
の
会
社
分
割
の
分
類
方
法
は
ド
イ
ツ
法
、
台
湾
法
と
類
似
す
る
面
が
あ
る
。
例
え
ば
、
ド
イ
ツ
の
会
社
分
割
制
度
に
お
い
て

は
解
散
分
割
、
部
分
分
割
、
子
会
社
分
割
と
の
三
種
類
に
分
類
さ
れ
る
（
ド
イ
ツ
組
織
再
生
法
一
二
三
条
）。
中
国
の
解
散
分
割
は
ド

イ
ツ
の
解
散
分
割
と
類
似
す
る
。
台
湾
の
会
社
分
割
制
度
に
お
い
て
は
新
設
分
割
と
吸
収
分
割
の
二
種
類
に
分
類
さ
れ
る
（
台
湾
会

社
法
三
一
六
条
、
台
湾
組
織
再
編
法
四
条
）。
台
湾
の
新
設
分
割
は
日
本
の
制
度
と
似
て
い
る
が
、
新
設
分
割
は
さ
ら
に
新
設
存
続
分

割
と
新
設
消
滅
分
割
と
の
二
種
類
に
分
類
さ
れ
る
。
新
設
存
続
分
割
は
中
国
の
存
続
分
割
と
類
似
す
る
。
新
設
消
滅
分
割
は
中
国
の

解
散
分
割
に
似
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
中
国
の
会
社
分
割
は
ド
イ
ツ
法
、
台
湾
法
を
参
考
に
し
た
も
の
で
あ
る
と
推
測
で
き
よ
う
。

　

ま
た
、
中
国
に
お
い
て
は
略
式
分
割
と
簡
易
分
割
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
そ
の
た
め
全
て
の
分
割
が
株
主
総
会
決
議
を
経
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

　
㈣
　
対
　
象

　

分
割
の
対
象
は
会
社
の
財
産
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
し
か
し
、
中
国
会
社
法
に
は
明
確
な
規
定
が
な
い
た
め
、
こ
の

「
財
産
」
に
つ
い
て
、
一
部
か
そ
れ
と
も
全
部
も
含
め
ら
れ
る
か
に
つ
い
て
不
明
確
で
あ
る
。
こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
実
務
上
、

存
続
分
割
と
解
散
分
割
に
お
い
て
は
、
対
象
と
な
る
「
財
産
」
に
は
一
部
も
全
部
も
含
む
と
解
さ
れ
て
い
る
。
会
社
法
条
文
の
文
脈

か
ら
し
て
も
「
財
産
」
に
は
、
財
産
の
一
部
又
は
全
部
を
含
む
と
解
釈
し
て
も
不
適
切
で
は
な
い
と
考
え
る
。
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㈤
　
会
社
分
割
の
対
価

１　

対
価
の
種
類

　

会
社
分
割
に
お
い
て
、
そ
の
対
価
と
し
て
金
銭
や
株
式
の
よ
う
な
有
価
証
券
を
認
め
る
か
は
重
要
な
所
で
あ
る
。
こ
の
問
題
に
つ

い
て
、
中
国
会
社
法
に
お
い
て
は
規
定
が
な
い
。
し
か
し
、
二
〇
〇
九
年
財
務
部
、
国
家
税
務
総
局
に
よ
り
制
定
・
公
布
さ
れ
た

「
企
業
重
組
業
務
の
企
業
所
得
税
の
処
理
に
関
す
る
若
干
問
題
の
通
知
」
は
こ
の
問
題
に
触
れ
て
い
る
。
こ
の
「
通
知
」
に
お
い
て

は
、
分
割
の
対
価
に
は
株
式
及
び
非
株
式
が
認
め
ら
れ
る
と
定
め
ら
れ
た
。
具
体
的
に
は
、
株
式
と
は
、
自
社
及
び
そ
の
支
配
す
る

会
社
の
株
式
を
い
い
、
非
株
式
と
は
、
自
社
の
現
金
、
預
金
、
金
銭
債
権
、
会
社
又
は
そ
の
支
配
す
る
会
社
の
株
式
及
び
持
分
以
外

の
有
価
証
券
、
製
造
物
、
固
定
資
産
、
そ
の
他
の
資
産
等
を
い
う
と
定
め
ら
れ
た
（
二
条
）。
こ
の
規
定
に
よ
れ
ば
、
税
務
の
側
面

か
ら
す
る
と
、
会
社
分
割
の
対
価
の
種
類
は
か
な
り
広
い
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
合
併
と
同
じ
よ
う
に
、
独
占
禁
止
法
、
外
国
投

資
者
に
対
す
る
規
制
等
の
規
定
に
違
反
し
な
い
限
り
、
中
国
に
お
い
て
は
理
論
上
現
金
分
割
及
び
三
角
分
割
が
可
能
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
る）5
（

。

２　

対
価
の
支
払
対
象

　

対
価
の
支
払
対
象
に
つ
い
て
も
法
律
上
の
定
め
が
な
い
。「
企
業
重
組
合
併
分
立
業
務
に
関
す
る
所
得
税
に
関
す
る
問
題
の
通
知
」

に
お
い
て
は
、
分
割
会
社
及
び
分
割
会
社
の
株
主
に
交
付
さ
れ
た
対
価
に
対
し
課
税
す
る
と
定
め
ら
れ
て
い
る
（
二
条
）。
こ
れ
に

よ
っ
て
、
税
務
の
側
面
か
ら
す
る
と
、
対
価
の
支
払
対
象
に
は
分
割
会
社
及
び
分
割
会
社
の
株
主
が
認
め
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

前
記
に
よ
っ
て
、
中
国
に
お
い
て
は
物
的
分
割
（
対
価
を
分
割
会
社
に
支
払
う
こ
と
）
も
人
的
分
割
（
対
価
を
分
割
会
社
の
株
主
に
支

払
う
こ
と
）
も
認
め
ら
れ
る
。
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㈥
　
分
割
の
手
続

　

中
国
の
会
社
分
割
の
手
続
き
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
行
う
の
が
一
般
的
で
あ
る
。
①
取
締
役
会
が
会
社
分
割
を
決
定
す
る
。

②
会
社
の
代
表
者
が
分
割
契
約
（
吸
収
分
割
の
場
合
）
を
締
結
し
、
開
示
す
る
。
③
株
主
総
会
に
お
い
て
特
別
決
議
に
よ
り
分
割
を

承
認
す
る
。
④
会
社
財
産
を
分
割
す
る
。
⑤
反
対
株
主
の
保
護
手
続
き
を
実
施
す
る
。
⑥
債
権
者
保
護
の
手
続
き
を
実
施
す
る
。
⑦

会
社
分
割
の
登
記
を
行
う）（
（

。

　
㈦
　
分
割
に
お
け
る
少
数
株
主
、
従
業
員
及
び
債
権
者
の
保
護

１　

少
数
株
主
の
保
護

　

中
国
に
お
い
て
は
反
対
株
主
の
株
式
買
取
請
求
権
が
認
め
ら
れ
て
い
る
（
中
国
会
社
法
七
五
条
一
項
四
号
、
一
四
三
条
一
項
三
号
）。

２　

債
権
者
の
保
護

　

会
社
分
割
に
お
け
る
債
権
者
の
保
護
に
つ
い
て
は
、
分
割
の
決
議
を
行
っ
た
日
か
ら
一
〇
日
以
内
に
債
権
者
に
通
知
し
、
か
つ
、

三
〇
日
以
内
に
公
告
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
定
め
ら
れ
て
い
る
（
中
国
会
社
法
一
七
六
条
二
項
）。
債
権
者
と
会
社
が
債
務
の

弁
済
に
つ
い
て
合
意
し
た
場
合
を
除
い
て
、
会
社
分
割
前
の
債
務
に
つ
い
て
は
、
分
割
後
の
会
社
が
連
帯
責
任
を
負
う
と
定
め
ら
れ

て
い
る
（
中
国
会
社
法
一
七
七
条
）。
こ
れ
は
、
債
権
者
に
と
っ
て
は
担
保
の
提
供
を
請
求
す
る
よ
り
、
分
割
後
の
会
社
に
連
帯
責
任

を
負
わ
せ
る
ほ
う
が
適
切
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。

３　

従
業
員
の
保
護

　

中
国
会
社
法
に
お
い
て
は
従
業
員
保
護
の
規
定
が
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
労
働
法
及
び
労
働
契
約
法
の
視
点
か
ら
従
業
員
の
利
益

保
護
を
考
え
る
し
か
な
い
。



55

特集　企業再編の現代的課題――日中民商法比較の観点から（後編）

三　

上
場
会
社
分
割
に
お
け
る
特
別
の
問
題

　

前
記
の
会
社
分
割
の
基
本
構
造
を
踏
ま
え
て
、
中
国
に
お
い
て
上
場
会
社
が
会
社
分
割
を
行
う
場
合
は
、
法
律
上
ど
の
よ
う
な
特

別
の
問
題
が
存
在
し
う
る
の
か
を
、
以
下
で
、
検
討
し
て
み
た
い
。

　
㈠
　
上
場
資
格
の
承
継

　

中
国
に
お
い
て
は
、
上
場
資
格
は
価
値
の
高
い
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
中
国
に
お
け
る
上
場
企
業
の
会
社
分
割
で
は
、
上

場
資
格
の
譲
渡
は
会
社
分
割
を
行
う
原
因
の
中
の
最
も
重
要
な
内
在
的
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
な
り
う
る
た
め
に
、
上
場
資
格
を
承

継
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
否
か
は
法
律
上
の
非
常
に
重
要
な
問
題
と
な
る
。

　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
上
場
資
格
は
属
人
的
に
帰
属
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
原
則
と
し
て
は
直
接
に
譲
渡
す
る
こ
と
が
許
さ
れ

な
い
と
言
わ
れ
て
い
る
。「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
分
割
事
件
」
に
お
い
て
は
、
会
社
分
割
に
お
け
る
新
設
会
社
に
は
上
場
資
格

が
改
め
て
与
え
ら
れ
た
こ
と
か
ら
も
、
監
督
機
関
と
な
る
中
国
証
券
監
督
管
理
委
員
会
は
上
場
資
格
を
譲
渡
す
る
こ
と
を
許
さ
な
い

と
い
う
立
場
に
立
つ
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

　
㈡
　
上
場
申
請
に
対
す
る
特
別
審
査
制
度

　

前
記
で
も
言
及
し
た
が
、
中
国
に
お
い
て
は
、
上
場
資
格
が
非
常
に
重
要
な
資
源
と
な
る
た
め
、「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
分

割
事
件
」
の
よ
う
に
一
つ
の
上
場
会
社
が
会
社
分
割
に
よ
り
二
つ
の
上
場
会
社
に
分
割
す
る
こ
と
を
認
め
る
と
、
厳
格
な
上
場
審
査

制
度
が
簡
単
に
回
避
さ
れ
う
る
た
め
、
中
国
の
上
場
制
度
に
対
し
て
大
き
な
影
響
を
齎
し
う
る
。
こ
れ
に
よ
り
、「
東
北
高
速
道
路

株
式
会
社
分
割
事
件
」
に
お
い
て
は
、
な
ぜ
二
つ
の
新
設
会
社
の
上
場
申
請
が
申
請
日
の
翌
日
に
許
可
さ
れ
た
の
か
、
一
般
的
な
上
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場
申
請
に
対
し
定
め
ら
れ
る
六
か
月
の
審
査
期
間
よ
り
短
い
た
め
、
そ
の
審
査
の
基
準
は
何
か
が
問
わ
れ
た
。
ま
た
、
上
場
を
申
請

す
る
会
社
の
適
格
要
件
に
お
い
て
は
、「
三
年
以
上
の
経
営
状
況
」
と
い
う
書
類
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る

（
中
国
証
券
法
五
二
条
一
項
五
号
）
こ
と
か
ら
、
会
社
分
割
に
お
け
る
新
設
会
社
が
分
割
会
社
（
消
滅
会
社
）
の
営
業
時
間
等
を
承
継
す

る
こ
と
が
容
認
さ
れ
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
そ
も
そ
も
会
社
分
割
に
お
け
る
新
設
会
社
が
上
場
を
申
請
す
る
会
社
の
適
格
要
件
を
満
た

さ
な
い
た
め
、
上
場
申
請
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
に
な
る
。

　

こ
れ
ら
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
未
だ
明
確
な
規
定
が
存
在
し
な
い
。
中
国
証
券
監
督
管
理
委
員
会
は
「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社

分
割
事
件
」
の
直
後
の
三
月
一
九
日
に
、「
上
場
会
社
分
割
の
暫
定
規
定
」
を
制
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
発
表
し
、
学
者
や
実

務
家
を
集
め
て
検
討
し
た
こ
と
が
あ
る
が
、
現
在
ま
で
、
正
式
な
規
定
を
公
表
す
る
に
至
っ
て
い
な
い
。

　
㈢
　
上
場
企
業
の
会
社
分
割
に
お
け
る
多
様
な
需
要

　

上
場
企
業
の
会
社
分
割
に
は
様
々
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
存
す
る
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
柔
軟
性
の
あ
る
法
的
規
制
が
求
め
ら
れ

る
。
と
こ
ろ
が
、
会
社
法
に
お
け
る
会
社
分
割
制
度
が
不
明
確
な
の
で
、
上
場
企
業
の
会
社
分
割
が
行
政
機
関
の
指
導
に
過
度
に
依

存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
状
態
を
形
成
し
て
い
る
。
例
え
ば
、「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
分
割
事
件
」
に
お
い
て
は
、
そ
の
最
も

大
き
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
株
主
間
の
対
立
を
解
消
す
る
こ
と
で
、
中
国
証
券
監
督
管
理
委
員
会
の
許
可
を
比
較
的
順
調
に
受
け
、

会
社
分
割
を
完
了
し
た
。
但
し
、
会
社
分
割
が
完
了
し
た
と
は
い
え
、
法
的
規
律
の
無
力
を
同
時
に
露
わ
に
し
た
。
上
場
企
業
の
会

社
分
割
に
は
数
多
く
の
関
係
者
の
利
益
が
絡
ん
で
い
る
た
め
、
上
場
企
業
の
会
社
分
割
に
自
分
の
利
益
に
最
も
即
し
て
い
る
方
法
を

提
供
す
る
に
は
、
会
社
分
割
を
法
律
の
枠
内
に
回
復
さ
せ
、
会
社
分
割
の
制
度
を
よ
り
豊
富
に
創
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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四　

む
す
び

　

前
述
し
た
よ
う
に
、
中
国
に
お
け
る
会
社
分
割
制
度
は
、
法
制
上
規
定
が
簡
略
で
あ
り
、
不
明
確
な
と
こ
ろ
が
多
く
、
実
務
上
の

ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
し
ば
し
ば
批
判
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
に
、
こ
れ
が
温
床
と
な
っ
て
不
健
全
な
実
務
を

生
じ
さ
せ
て
い
る
面
も
存
在
し
う
る
こ
と
に
な
る
。

　

二
〇
一
〇
年
に
起
き
た
「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
分
割
事
件
」
を
き
っ
か
け
に
、
債
権
者
や
株
主
の
利
益
保
護
等
が
大
い
に
注

目
さ
れ
、
さ
ら
に
、
上
場
会
社
の
分
割
制
度
も
上
場
資
格
に
関
連
す
る
た
め
多
く
の
注
目
を
集
め
て
い
る
。
中
国
証
券
監
督
管
理
委

員
会
は
「
上
場
会
社
分
割
の
暫
定
規
定
」
を
制
定
す
る
と
発
表
し
た
が
、
現
在
制
定
作
業
は
難
航
し
て
い
る
。
上
場
会
社
の
分
割
制

度
は
会
社
法
だ
け
で
は
な
く
証
券
法
等
の
法
律
に
も
関
連
す
る
た
め
、
決
し
て
簡
単
な
こ
と
で
は
な
い
だ
ろ
う
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
中
国
に
お
い
て
は
、
上
場
会
社
の
分
割
制
度
を
全
面
的
に
整
備
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
て
お
り
、
今
後
、
会
社
分
割

が
ど
の
よ
う
な
方
向
に
発
展
し
て
い
く
の
か
は
、
注
目
に
値
す
る
。

＊　

清
華
大
学
専
任
講
師
（
本
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
当
時
）、
法
学
博
士
。

（
1
）　
「
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
に
よ
る
東
北
高
速
道
路
株
式
会
社
分
割
上
場
報
告
書
の
修
正
説
明
」
二
〇
一
〇
年
二
月
一
一
日
中
国
証

券
報
。

（
2
）　

李
園
園
「
上
場
会
社
分
割
法
律
問
題
の
研
究
」
証
券
市
場
導
報
二
〇
〇
九
年
第
三
号
一
六
頁
。

（
（
）　

江
平
『
新
編
会
社
法
教
程
』（
法
律
出
版
社
、
一
九
九
四
年
）
一
五
一
頁
。

（
4
）　

王
保
樹
『
中
国
商
法
』（
人
民
法
院
出
版
社
、
二
〇
一
〇
年
）
二
七
二
頁
。

（
5
）　

朱
大
明
「
会
社
分
割
法
制
の
現
状
と
改
革
」
商
法
論
集
二
三
巻
（
二
〇
一
三
年
）
二
九
一
頁
。
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（
（
）　

劉
俊
海
『
現
代
会
社
法
』（
第
二
版
）（
法
律
出
版
社
、
二
〇
一
一
年
）
五
九
六
頁
。

（
以
上
）　


